（第１号様式　第７条関係）

京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業
補助金交付申請書

	（宛先）　京都市長
	年　　　月　　　日　　

	申請者の主たる事務所の所在地

	申請者の名称及び代表者名

　　
電話　




	　京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて、補助金の交付を申請します。

	施設の名称
	

	購入する
設備・備品
	

	購入に要する費用
	円　　　　

	交付申請額
（上限８００万円）
	円　　　　　

	購入の
予定期間
	年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日

	添付書類
	· 設備・備品の購入等に係る見積書
· 購入等を行う設備・備品の内容を詳細に確認できる資料
　（設置又は使用予定場所を確認できる図面等を含む。）








（別紙）
交付申請経費内訳書

	施設の名称
	



※提出する見積書（又は購入金額のわかるもの）１枚につき１行で記入してください。
※見積書内の明細を記入する必要はありません。
※見積書中、一部の製品のみ助成の対象とする場合は、その金額のみ記入してください。
※見積額については、税込み価格を記載してください。

	項番
	見積書発行事業者
	製品
	数量
	見積額（円）
（導入に必要な費用に計上した額）

	例
	○○電機
	監視カメラ
	１
	１５０，０００

	例
	○○株式会社
	ダイニングセット
	１
	５０，０００

	例
	○○（購入サイト名称等）
	自転車
	２
	１００，０００

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	

	合計
	






（第２号様式　第８条関係）

京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業
補助金事前着手届
　
	（宛先）　京都市長
	年　　　月　　　日　　

	申請者の所在地

	申請者の名称及び代表者名

　　
電話　



	　京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第８条の規定により、交付決定前に事業に着手しますので届け出ます。

	施設の名称
	

	購入する
設備・備品
	

	購入に要する費用
	円　　　　

	交付申請（予定）額
（上限８００万円）
	円　　　　　

	事前着手の理由
	

	事前着手（予定）日
	年　　　月　　　日


※　事前着手（予定）日より前の設備・備品の購入又は経費の支出があった場合は、補助金の交付対象外となります。





（第３号様式　第９条関係）
京都市指令子子子第　　号
年　　　月　　　日

　法人等名称　
　代表者名　
京　都　市　長　
担当　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電話

京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付決定通知書

　　　年　　月　　日付で申請のありました標記補助金について、京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり交付することを決定したので、同規定に基づき通知します。

１　交付（予定）金額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円

２　交付条件
（１）本補助金は、京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第３条に定める事業に係る費用以外に支出してはならない。
（２）本事業の内容を変更し、若しくは事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければならない。
（３）本事業が予定の期間内に完了しない場合、又は事業の遂行が困難となった場合には、速やかに市長に報告して、その指示を受けなければならない。
（４）本事業により取得し、又は効用の増加した資産については、市長の承認を受けないで、この交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付し、又は担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。
（５）市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を本市に納入させることがある。
（６）本事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業の完了日の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。
（７）本事業に係る事業実績報告書を事業完了後、速やかに市長に提出しなければならない。
（教示）
　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。
[bookmark: _Hlk234348815][bookmark: _Hlk234348895]　また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は、京都市長となります。）ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。
（第４号様式　第９条関係）
京都市指令子子子第　　号
年　　　月　　　日

　法人等名称　
　代表者名　

京　都　市　長　
担当　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電話

京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金不交付決定通知書

　　　年　　月　　日付で申請のありました京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金について、京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第９条の規定により、交付しないことを決定したので、次のとおり通知します。

　交付しない理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	



（教示）
　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。
　また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は、京都市長となります。）ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。


（第５号様式　第１０条第１項関係）
　　
京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金変更交付申請書

	　（宛先）　京都市長
	年　　　月　　　日　　

	申請者の所在地

	申請者の名称及び代表者名

　
電話　


　　
	　京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により変更の承認を申請します。

	施設の名称
	

	購入する
設備・備品
	

	交付決定日
	年　　　　月　　　　日　　　　　

	決定番号
	京都市指令子子子第　　　号

	交付予定額
	　　　　　　　　　円

	変更後の
交付申請額
	　　　　　　　　　円

	変更の内容
	

	添付書類
	




（別紙）
変更承認申請経費内訳書

	施設の名称
	



※変更後の交付申請額に対応する全ての見積額に対して記入してください。
※提出する見積書（又は購入金額のわかるもの）１枚につき１行で記入してください。
※見積書内の明細を記入する必要はありません。
※見積書中、一部の製品のみ助成の対象とする場合は、その金額のみ記入してください。
※見積額については、税込み価格を記載してください。

	項番
	見積書発行事業者
	製品
	数量
	見積額（円）
（導入に必要な費用に計上した額）

	例
	○○電機
	監視カメラ
	１
	１５０，０００

	例
	○○株式会社
	ダイニングセット
	１
	５０，０００

	例
	○○（購入サイト名称等）
	自転車
	２
	１００，０００

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	

	合計
	





（第６号様式　第１０条第３項関係）
京都市指令子子子第　　号
年　　　月　　　日

法人等名称　
代表者名
京　都　市　長　
担当　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金変更承認通知書

　 年 月 日付で申請のあった標記補助金の変更申請について、承認しましたので、京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第１０条第３項の規定に基づき、通知します。

　変更後交付（予定）金額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円

２　交付条件
（１）本補助金は、京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第３条に定める事業に係る費用以外に支出してはならない。
（２）本事業の内容を変更し、若しくは事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければならない。
（３）本事業が予定の期間内に完了しない場合、又は事業の遂行が困難となった場合には、速やかに市長に報告して、その指示を受けなければならない。
（４）本事業により取得し、又は効用の増加した資産については、市長の承認を受けないで、この交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付し、又は担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。
（５）市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を本市に納入させることがある。
（６）本事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業の完了日の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。
（７）本事業に係る事業実績報告書を事業完了後、速やかに市長に提出しなければならない。
（教示）
　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。
　　 また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は、京都市長となります。）ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。

（第７号様式　第１１条第１項関係）

[bookmark: _Hlk234347701]京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金中止・廃止承認申請書

	　（宛先）　京都市長
	年　　　月　　　日　　

	申請者の所在地

	申請者の名称及び代表者名

　
電話　



	　京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第１１条第１項の規定により補助事業の中止・廃止の承認を申請します。

	施設の名称
	

	交付決定日
	年　　　　月　　　　日　　　　　

	決定番号
	京都市指令　　　第　　　号

	中止・廃止年月日
	年　　　　月　　　　日　　　　　

	中止・廃止の理由
	




（第８号様式　第１１条第２項関係）
京都市指令子子子第　　号
年　　　月　　　日

法人等名称　
代表者名

京　都　市　長　
担当　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　
　
京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金決定取消通知書

　 年 月 日付の京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付決定を取り消すことを、京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第１１条第２項の規定に基づき、通知します。








（教示）
この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。
また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は、京都市長となります。）ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。


（第９号様式　第１２条関係）

京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金実績報告書

	　（宛先）　京都市長
	年　　　月　　　日　　

	申請者の所在地

	申請者の名称及び代表者名

　　
電話




	　京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第１２条の規定により、関係書類を添えて、実績を報告します。

	施設の名称
	

	購入した
設備・備品
	

	事業完了日
	年　　　　月　　　　日

	交付予定額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

	購入に
要した費用
	　　円　　　

	添付書類
	・購入等を行った物品等の内容、購入等の日時、購入等を行った物品の金額、経費を支払ったことが分かるもの（領収書など）
・購入等を行った設備・備品の内容を詳細に確認できる資料（設置又は使用予定箇所を確認できる図面等を含む。）




（別紙）
実績報告経費内訳書

	施設の名称
	



※提出する領収書（又は振込明細書）１枚につき１行で記入してください。
※領収書内の明細を記入する必要はありません。
※領収書中、一部の製品のみ助成の対象とする場合は、その金額のみ記入してください。
※支払額については、税込み価格を記載してください。

	項番
	領収書発行事業者
	製品
	数量
	支払額（円）
（導入に要した費用に計上した額）

	例
	○○電機
	見守りカメラ
	１
	１５０，０００

	例
	○○株式会社
	簡易扉
	１
	５０，０００

	例
	○○（購入サイト名称等）
	パーテーション
	２
	３０，０００

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	

	合計
	






（第１０号様式　第１３条関係）
京都市指令子子子第　　号
年　　　月　　　日

法人等名称　
代表者名

京　都　市　長　
担当　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　

京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付額決定通知書

　上記の補助金について、京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第１３条の規定により、交付額を次のとおり決定（確定）しましたので、通知します。

　記

　１　補助金交付確定額　　金　　　　　　　　　　　　　　　円

２　使途目的　　　里親支援センター開設準備に要する経費

３　施設の名称　　

（教示）
　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。
　また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は、京都市長となります。）ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。










（第１１号様式　第１４条第５項関係）

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

	　（宛先）　京都市長
	年　　　月　　　日　　

	申請者の所在地

	申請者の名称及び代表者名

　　
電話




	　京都市里親支援センターにおける開設準備のための設備等購入支援事業補助金交付要綱第１４条第５項の規定により、関係書類を添えて報告します。

	施設の名称
	

	補助金交付確定額
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額（要補助金返還額）
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	添付書類
	・　消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額に係る確定申告の写し（消費税及び地方消費税に係る確定申告を行っている場合のみ）
・　消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額の積算内訳等



